Knowledge innovation management by 清家 彰敏
1 .緒言
知識イノベーション経営
一一知識移転と収穫逓増一一
清家彰敏
国家の知識経済，企業の知識経営における知識の移転を中心にして考察する。
デジタルネットワーク佑の世界的発展は，日米欧だけでなく，世界を大きく転
換させようとしている。この変イじは中国の江沢民主席に中国経済の知識イじを政
治目標とさせたように，世界のほとんどの国家にとって，また企業にとって課
題となろうとしている。製品（物質）を価値の中核におく経済から，知識を中
核とする経済への移行である。かつてより，貨幣は物質で裏付けられたが，貨
幣は知識で裏付けられようとしている。現在はこの移行期である。本稿は，こ
の移行期における知識の世界の知識移転過程について考察・分析し，モデルを
構築，その事例研究として，戦後の日本経済の変イじを取り上げた。
知識概念
情報と知識を相E関係で定義するとき，情報がフローであるのに対して知識
がストックであるといったように，その存在状態で定義されることがある。し
たがって，物質における水と氷のように，存在状態の遣いが情報と知識の概念
を分離し，それで不都合がないのであれば，情報概念ないしは，知識概念は一
方が他方を内包して使用されても不都合が少ない概念であるともいえる。本稿
では，知識概念は情報概念を内包する概念として取り扱っている。
知識創造と知識移転・知識再定義
広義の知識創造は知識移転・知識再定義を含むと考えられるが，ここでは知
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識創造を狭義にとらえる。隔絶的な新しい知識が創造された場合を知識創造と
定義する。また，単なる知識の移動・模倣から，知識が移転・学習され，高度
イじされ，発展的知識が形成される場合まで含めて，知識移転と定義し，後述す
る知識再定義も分離した。知識創造，知識移転，知識再定義は本稿では広義の
知識創造での補完概念として区別している。
移転概念
社会，経済の変イじを分析すると，その多くの場合，何らかの知識の移転がそ
の変イじの契機となっていることが多い。多くの史的分析はそのことを指摘して
いる。パビロニアとアヅシリアの興亡，大きくはユーラシアにおける北方の遊
牧民がもたらした世界史の変イじを考察すれば，これらの変佑は技術を中心とし
た知識をともなった人的移動が，国家組織を変イじさせた過程と説明できる。こ
れらの過程をシュムベータのイノベーション概念を拡張して説明すれば，知識
移転（媒体＝人間）・国家組織変化といったモデルである。このモデルは近代
以降，特に20世紀においては，媒体として形式知である技術マニュアル等の発
達，通信手段の高度イb，多様イじ，大規模知識の体系としての人工物である設備
の移転といった新しい知識移転の媒体の登場で変イじした。そして，知識が変イじ
させる組織はかつての国家に加えて，大規模企業という新しい組織形態が登場
した。多くの国家，特に米国等においては，この企業という組織形態は国家よ
りはるかに大きな社会生活に影響を与える存在である。したがって，前出のモ
デルは知識移転（媒体＝形式知＋人間＋設備）・企業組織変イじといったモデル
になりつつある。
企業行動
多くの企業行動は，知識の創造もしくは知識移転を受けて，または受けるこ
とを前提にして，企画される。この企業行動の内容および仕組みを知ることは
21世紀の社会変佑を予測し，計画する際の重要な要件である。
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2. 知識移転の理論構築の試み
19世紀の先進国英国に対する米国の経済成長政策，ドイツの経済成長政策は
異なっており，またその後の米国の発展を受けたソビエトと日本の経済成長は
またそれぞれ異なったモデルと考えられる。これらは知識移転・組織変イじモデ
ルで分析しうる。本稿では特に日本の経済発展期のモデルである集合革新モデ
ル（野中部次郎）を中心として事例研究している。この期において，知識移転
は狭義の知識創造より優位である。経営学はファーヨール，テーラーに発し，
バーナード，サイモンによって科学として成立したといわれる。この間，経営
学は企業内の「個人」を観察し，その行動の総和として企業行動を研究対象に
する存在であった。しかし，経営学の対象とする場においては「組織」という
個人を包括する概念が存在する。この組織とは，具体的には企業内の部門，事
業部，企業自体，企業グループといった，数十人から数十万人にものぼる個人
の集団を指している。そうしてこの組織は個人を擬制する存在でもある。「我
社」というとき，それはあたかも一人の個人に近いイメージを多くの企業人は
感じている。特に日本企業においてその傾向は大きいと思われる。
ここで経営学は 2つの方法論を選択する必要に迫られる。第 1 は，組織を基
本的には個人にまで還元し，個人の総和として組織を捉える立場である。第 2
は，組織に対して人聞が持つイメージをそのまま取扱い，個人に対して経営学
が注意を払ったと同様の視点で，組織自体を観察，記述する立場である注 1 。
したがって，個人と組織の聞において知識移転はいかに行われるかを問題とす
る。組織と組織の関係である組織間関係，組織と個人の関係である組織間経
営，そして市場が知識移転の中心の場で、ある。
さて，企業の内部組織と同様組織関関係は，チャンドラー (1966）の規模の
経済と範囲の経済の 2つで説明が可能である注 2。また，組織間経営は競争
がキーワードとなっている。トヨタグループ等の日本企業の組織間関係を，今
井は市場の競争原理と内部組織の権限関係の中間的性質を持つとして，中間組
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織（intermidiate-organization）と表現した（今井， 1982）制。
下谷は企業グループを狭義にとらえ，子会社と関連企業をグループ企業とし
密接な資本関係にあるもの，それ以外を下請企業とした。このグループ企業聞
の企業間関係を「コンフリクトと権限の取扱い」という側面より考察し，内部
組織の原理で説明できるとしている。その結果企業グループは企業単体として
規定できるとした。事例として松下グループの松下電子工業等の主要11社が事
例として挙げられている（下谷， 1993）。
しかし，ここでは，企業グループはなんらかの資源依存関係にある企業の集
団と広義に捉える。そして，企業グループは下請企業をも含む存在であると規
定する。したがって，企業グループは，下谷が規定した企業単体と規定できる
子会社・関連企業群を中核部分とし，それ以外の下請企業による周辺部分をも
含む存在である。中核部分が内部組織の原理に支配される存在であり，周辺部
分は中間組織の原理で説明できるとする。最後にこの中核部分と周辺部分の境
界は唆昧であり，明確に分けられない場合が多いと思われる。
さて，企業グループにおいては，企業聞の知識移転のみが問題になるのでは
ない。企業を越えた組織と組織との資源依存関係が重要である。例えば，トヨ
タ自動車のある車種の開発部門（組織）とデンソーの同車種の部品開発部門（組
織）との資源依存関係は，時として企業内よりはるかに密接になることがある。
この両部門の資掠依存の度合いが，所属企業の他の部門との度合いよりもかな
り大きくなると，意思決定は複雑になる。時として，所属企業の経営層の意思
決定を覆すような部門の独自性を発揮することがありうる。したがって，ここ
では，組織間関係は企業間関係を含んだより広義な概念と考える。
企業グループは，広義には組織間関係の総和として，狭義には企業間関係の
総和として形成される注40 組織間関係は周知のごとく「系列」，「ネットワー
ク」，「産業組織」といった用語で規定される。
企業は組立企業と部品素材企業に大別できる。組立企業は「組立加工企業J,
「アセンブラー（assembler）」とも呼ばれる。部品素材企業は「部品企業」，「素
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材型企業」，「部品・原材料供給企業」，「サプライヤー（supplier）」とも呼ば
れる注5 。
また大規模企業と相対的に規模の小さい小規模企業に大別できる。「大規模
企業」と「小規模企業J といった概念は，相対的概念であり極めてあいまいで
ある。一般に「大企業と中小企業」「大手企業」し1った概念も使われるが，こ
こでは相対的表現ということで大規模企業と小規模企業と規定している。産業
内の「上位 5社」，「上位 6社～ 20社J といったとき，前者は大規模企業で後
者は小規模企業ということになる。自動車，電気機械では従業員 1 万人近い大
企業であっても，上位 5社といった従業員 5万人前後の企業と対峠させるとき
には小規模企業といった表現が使われる。
したがって，組織間関係（企業間関係）は「組立企業と部品素材企業」，「大
規模企業と小規模企業」の関係で捉えられる。ここで，組立企業（アセンブ
ラー）の大規模企業は頭文字に大文字をあてて， Aとし，小規模企業に小文字
をあてて， a とする。次いで，部品素材企業（サプライヤー）の大規模企業は
頭文字の大文字をあてて， S とし，小規模企業は小文字をあてて， s とする。
また， 2 つの型の企業の組織間関係を記述する際，関係を主導する企業を先
に記述するようにする。例えば， A s と表現すれば，大規模な組立企業が主導
して小規模な部品素材企業と組織間関係を作り上げているのである。このよう
にして，組織間関係型を規定する。
組織間関係型に関する分類はこれで十分な訳ではない。その組織間関係に対
する参加企業の参加様式が分業的（補完的組織間関係）か，競争的（競争的
組織間関係）かでもその組織間関係は区別される必要がある。特にその関係に
おいて，競争とか分業とかを強調したいときは，例えば後述する大規模組立企
業と小規模組立企業聞の組織間競争は「競争A aJ，大規模組立企業と小規模
部品素材企業聞の組織間分業は「分業A s ］となる。一般に異質の企業間では
分業的になり，共生である。また，同質の企業間では競争的になることが考え
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られる。同質他競争である。しかし，その逆に戦略的意図で同質の企業間で分
業が進む，地域的な棲み分けが考えられる。また，異質の企業聞でも競争を進
めることが考えられる。異質佑競争である。
また，組織間関係が重層的になると，同質な企業聞での競争と異質な企業間
での分業が共存するといった構図も存在する。その典型は自動車産業の「2社
発注」である。自動車部品の発注を 1 社に限定せず， 2社以上に発注し，競争
させ，コストダウンをはかるといった組織間関係である。自動車部品の種類ご
とに組織間分業が形成され知識移転がおこるが，その部品ごとに「 2社発注」
により組織間競争が行われているのである。
また，集合革新といった，同質な企業開の組織間関係であり，競争企業どう
しでありながら，研究協同組合（通産省「大規模プロジェクト」）等ではテー
マについて研究分業しているといった相互知識移転といった複雑な構造も存
在する注九
さて，造船，電気機械，自動車，鉄鋼業の組織間関係について史的考察を行
うが，この 4つの産業はAA型， A a型， A s 型， Ss, s a型のみでその史
的変化を捉えることができる。このAA型， A a型， A s 型， Ss' s a型に
ついてその型をより詳しく分類する。
1950年代以降，日本産業は米国のフォード生産方式の知識移転・導入による
計画生産による少種多量生産方式確立の試みを行った。この時期はヨーロッパ
諸国も同様のフォード生産方式確立の試みを行ったが，日本産業だけは1970年
代に後述する需要変動に柔軟に対応できる多種少量生産方式であるリーン生
産方式（リーンとはゼイ肉のないという意味である）の知識を創造し，確立し
ていく。次いで，次の時代である収穫逓増のグループ経営への移行の途上に電
機，自動車産業はあると思われる。以下，日本産業の企業グループの変イむを組
織間関係型を使って考察する。
企業行動を企業単体で捉える試みは，この企業ネットワークの時代において
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はすべて徒労に終わる可能性がある。自動車の企業グループは数万社の企業の
大集団によって形成されている。
造船業 AA－協調A s 型
（大手組立企業聞の集合革新一部品素材企業との系列による知識の
内面化）
電気機械産業 As-AA-As-S a型（収穫逓増）
（ローテクの系列形成一大手企業の集合革新一ハイテクの系列形成一
収穫逓増型）
自動車産業 As-As-S a型（収穫逓増）
（系列による組織間分業一系列による組織間競争）
鉄鋼業 s S型
（大手部品素材企業による集合革新のみ）
上記は日本産業において世界的に競争力をもった造船，電気機械，自動車，
鉄鋼より抽象したものであった。この 4つのモデルに関する知識移転は，組織
間に合わせ，組織内についても連鎖するものとして以下詳説する。
造船業
造船業では造船協会（造船学会）が戦後，造船大手の研究者，技術者を集
め，集合革新を行った。これがAA型である。しかし， AとAは研究開発での
知識創造と革新では協調関係で、あったが，市場では企業間競争を行った。集合
革新の形式知を内部組織で内面佑，共有化した。このAA型はそれだけでは企
業の製品開発，生産技術の革新にはつながらない。このA型（組立企業・アセ
ンブラー）である大手企業の集合革新を超大型タンカ一等の量産につなげるに
は，取引コストの経済にもとづく系列組織の形成が必要であった。これが部品
素材企業を取り込んだ協調A s型である。その後部品素材企業との組織間関係
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の強い企業グループで，組織内，組織聞において造船不況時に範囲の経済，好
況時に規模の経済を発揮した石川島播磨重工業（石播）他が勝利した。これは
集合革新の形式知を内部組織にとどまらず，組織間関係に移転，内面イじさせた
戦略の成功である。
電気機械産業
電気機械が代表的である。最初，系列を利用してローテク商品（家電）を開
発したが，その後大手企業が集合革新によって，知識創造し，新しいハイテク
商品（情報・電子）に合わせた新たな企業等により，より参入障壁の低い系列
が形成された。
この間の組織闇関係型の変イじは， A s型によるローテクの系列形成－ AA型
による大手企業の集合革新一A s 型によるハイテクの系列形成の 3 ステップ
である。
As は大手企業である組立企業（アセンブラー： A）と相対的に規模が小さ
い部品素材企業（サプライヤー： s ）が作り上げたローテクノロジーによる中
間組織（取引コストの原理）である。次のAAは大手企業（組立企業： A）同
士による集合革新による I C，コンビュータ等の共同開発による産業自体のハ
イテクノロジィーイじである。最後のA s は新しいハイテクに適応した企業を系
列に取り入れ，再度大手企業（組立企業： A）と部品素材企業（ s ）がイノベー
ションの経済に立った企業グループへと進イじした。このA s は常に製品ごとに
組替えられる。したがって，競争的関係によって知識が創造される。しかし，
90年代，電機産業は，成熟をおこした。その解決が，ハードの知識をサービス
イじする収穫逓増のグループ経営である。
自動車産業
知識移転が閉鎖的なグループ企業内だけにとどまったケースでは自動車
産業が代表的である。 1999年代，系列で研究開発，生産を組織間分業してい
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たリーン生産方式は，組織間分業を超えてポストリーン生産方式といった組織
聞競争に変わってきた。
自動車産業の企業グループの変佑は， A s型による系列での開発・生産分業，
協調A s型による系列での組立企業と部品素材企業聞の競争の 2つの知識創
造である。大手企業である組立企業（A）が研究ニーズを部品素材企業（ s)
に投げかけ，部品素材企業が研究開発，製品改良研究等を行い，組立企業が評
価，採用する知識移転の構図である。研究開発の組織間分業と部品の生産にお
ける組織間分業がリーン生産方式である。
IMVP （国際自動車研究プログラム）は車種開発のパラダイムをコンカレ
ントエンジニアリングの概念へと発展させた。しかし，このコンカレントエン
ジニアリングの概念は，ネットワーク，知識の種類，移転の視点での分析が不
十分になったと思われる。この理由は車種開発過程を「プロセスイノベーショ
ン」として規定したため，「サシミメソッド（図 1 今井賢一，小林陽太郎）」「オ
ーバーラツピング」による効率佑を，その説明原理に求めすぎた結果ではない
かと考えられる。つまり，ネットワークにおける要素間（サシミメソッド，オ
ーバーラツピング）に註目するあまり要素自体とその聞での知識の種類と移転
についての分析が不足した。
オー｝＼寺田ラ.Yt。ング
デザイン オーII守ーラ、~t。ング
R & D 
製造
図1 サシミメソッド
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要素としての部品素材企業は，プロセス（車種開発過程）の効率他に関して
本質的に関心は薄い。それに対して，プロダクト（自動車）は部品素材企業に
とって，自社のプロダクト（部品・素材）の上位システムであることもあり，
強い知識関心の対象となる。これが知識の種類の違いによる移転の差となる。
一方，要素としての組立企業は，逆にプロダクトが大衆商品というイノベー
テイプではない対象であるため，知識がプロセス指向になると思われる。これ
は日本において成功者であったトヨタ，日産等に当てはまることであって，一
般的な自動車組立企業に当てはまることではない。ポルシェをみれば，組立企
業においてもプロダクト指向が存在することは明白である。
この結果，組立企業の知識はプロセスイノベーション指向，部品素材企業の
知識はプロダクトイノベーション指向になると思われる。その種類の異なる 2
つの知識は知識の移転の方向と効率を左右する。その交E作用として車種開発
のネットワークは理解しなければならない。この際の分析のフレームワークの
鍵となるのがヒッペルの「メーカーに換わるサプライヤーによるイノベーシヨ
ン」の概念である。
この概念はメーカー（組立企業）が本来すべきイノベーションを換わってサ
プライヤー（部品素材企業）が行うというものであり，メーカー，サプライ
ヤーのトータルとして，イノベーションのレント（利益）に対するコストを最
小にしようとするものである。ここでいうコストはイノベーションコストとで
も規定できるものであり，いかに少ない経営資源によって，いかに多くのイ
ノベーションをなしうるかを問題とするものである。本書ではこのイノベーシ
ヨンコスト（イノベーシヨンの経済）とでも規定しうる概念についても問題を
提起する。以上が後述する日本の自動車産業のリーンR&Dにおける協調As 
型の知識の種類と移転の原理である。
大手企業であるアセンブラー（組立企業： A）が研究ニーズをサプライヤー
（部品素材企業： s ）に投げかけ，サプライヤーが研究開発，製品改良研究等
を行い，アセンブラーが評価，採用する構図である。研究開発の組織間分業が
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企業グループ内で起こっている状態である。
次の競争A s は，サプライヤーとの研究，生産分業が崩れ，大手企業（A)
とサプライヤー（ s ）が相互に競争的に研究を行う構造である。この構図を本
著ではポストリーン佑と規定している。
自動車産業を事例として，リーン生産方式とポストリーン生産方式について，
組織間関係の視点とプロセスイノベーションとプロダクトイノベーシヨンに
より分析する注7 。
ヒヅベルはサプライヤーとメーカーの個別企業間の関係について事例研究
し，複数企業の組織間関係，特にリーン生産方式のような大規模な企業グルー
プに関しては分析していないが，この概念はこのような組織間分業による研究
開発の分析に関して有効であると思われる。本稿はこのヒッベル等の視点より，
リーン生産方式及びぞれから派生する多くの現象，そして収穫逓増のグループ
経営という次のパラダイムへの産業の適応までについて分析している。
このように，世界の自動車産業等は組織関係型として，リーン生産方式
(A s ：分業革新）から収穫逓増のグループ経営（A s ：競争革新）に移りつ
つある。しかし，収穫逓増のグループ経営への移行は単純な流れではない。企
業は新しいモデルを模索中である。大手企業である組立企業とその周辺企業は，
リーン生産方式における組織間分業から，収穫逓増のグループ経営の組織間競
争によるサービス化，コンサルタント化の促進への変佑は今後の課題でもある。
この新たな型は大手企業（A）がサプライヤー佑， S化し，サプライヤー（ s) 
が素材としての自動車をサービス，コンサルタントで，付加価値を加える。サ
プライヤーのアセンブラーイじの S a型（収穫逓増）である。また，相互に競争
的にイノベーションを行う構造であり，ヒッペルのメーカーとサプライヤーの
交互作用で説明が可能と思われる。
s S型一協調S S型
鉄鋼業が代表的である。素材型大手企業聞での集合革新のみが行われている。
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企業グループに有力な組立企業が関与していない。他の産業に素材を供給する
ため，当然のことながらいわゆる組立企業のようなどラミッド型の系列は存在
しない。産業復興の先兵として，大量生産大量販売を売り手市場に対して行う
のであれば，この S S型は大きな成果を挙げた。ひたすら研究開発に関して海
外からの知識移転により集合革新を行い，経済の高度成長の基礎材を提供し続
ければよかったのである。
しかし，産業復興の時代が終わり，市場創造とかマーケットプルの革新が求
められる時代になると，カルテル体質に S S型は変イむし，後向きな協調 S S型
になった。系列をもたないことが，知識移転を限定し，企業に多様性を与え
ず，競争力の無さにつながることになったとも考えられる。
集合革新を行った造船業，電気機械産業と比較してみると興味深い。鉄鋼業
は集合革新のみ，造船業は集合革新に加えて取引コストの経済によるネット
ワーク，電気機械産業は集合革新と取引コストに加えてイノベーションの経済
によるネヅトワークといった構図で説明できる。これは鉄鋼業がマーケットプ
ル佑と新製品開発に失敗したこと，造船業がマーケットプルには成功したが，
新製品開発に失敗したこと，電気機械産業がいずれも成功したこと（重電，家
電からハイテク商品へ）に関係があると思われる。海外からのみの形式知の内
面化に依存した集合革新のみでは成功はおぼつかないのかも知れない。
3. 史的構造の整理と一般化
チャンドラー (1966）の「規模の経済」の概念は企業単体の説明原理として
成立した。より大きい生産能力をもった企業こそが市場競争において勝利者に
なるといった考えである。その最大の成果がベルトコンベアを使ったフォード
生産方式とスタンダード石油等の大規模精油所における大量生産方式である。
この規模の経済を，中間組織で説明できる組織間関係に拡張したのが伊藤
(1988）である注8 。
この規模の経済で説明される組織間関係は， I MVP （国際自動車研究プロ
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グラム）がリーン生産方式と呼んだものである。このリーン生産方式ではアセ
ンブラー（組立企業）とサプライヤー（部品素材企業）による組織関分業が行
われ，この「組織イじされた市場（中間組織）」のなかでは主に同質他競争がサ
プライヤー聞で行われた。図 2 は大量生産方式（企業単体）とリーン生産方式
（企業グループ）との比較である。
システム 大量生産方式 リーン生産方式
原 理 規模の経済 規模の経済＋取引コスト
場 組織内 組織間（企業グループ）
生産形態 少種多量生産 多種少量
関 係 分業 組織間分業
内部組織 無競争 同質化競争
市 場 企業関競争 企業グループ間競争
図 2 大量生産方式とリーン生産方式
大量生産方式は組織内において規模の経済を発揮するものである。この代表
は日本においては造船業，鉄鋼業である。造船業は1960年代数十万トンの超大
型船建造の100万トンドッグで，鉄鋼業は60年代後半から70年代初めにかけて
年産 1 千万トンの巨大高炉で規模の経済を発揮した。これに対し，リーン生産
方式は組織聞にわたり規模の経済を発揮する。この代表は家電産業，自動車産
業である。家電産業は， 60年代に数百の系列企業で多種の家電を年産数十万台
単位で生産した。しかし多種少量による大量生産の頂点は自動車産業であった。
自動車の企業グループは， 60年代後半から70年代にかけて千を越える系列企業
で数百の車種車型の車を年産20万台規模で生産したのである。大量生産方式も
リーン生産方式もその目的は効率であった。
-167 (645 ）一
しかし，企業グループへの要求は， 80年代以降「効率」から，産業を変イじさ
せるような「イノベーション」へと変わった。効率につながる“改善”ではな
し従来の技術とまったく異なる画期的なイノベーションをおこなう機能が，
企業グループに期待されることになったのである。しかし，この要求に企業グ
ループが応えられないことが明らかになった。この要求に応えたのが米国のベ
ンチャー企業であった。世界の企業グループは，別の戦略を90年代採用した。
それが，サービス化，収穫逓増である。
この企業グループの機能は，新しい戦略によって設計される必要がある。し
かし，いつの時代も先行する企業グループおよび産業は存在する。そこに過去
をふりかえる必要および必然性がある。それが I BM, G Eであった。企業グ
ループは幾度となく変イじを繰り返してきた。本稿はその史的考察を通じ，新し
い変イじを促進するグループ戦略を構築する。
その戦略の中心原理は組織内，組織聞におけるサービスイじの促進である。
サービス化は人聞の創造力に依っている。創造のきっかけが異質な知識との接
触によってもたらされることはよく知られている。サービスに関する知識は
サービスを求める本業とは異質な人間の混在する組織ほど多く創造されると
思われる。秘織内，組織聞における同質佑競争は異質な人間，異質な知識を排
除する方向に働く。逆にサービス化は異質な人聞の混在を許し，異質な知識の
創造を促し，組織，組織間関係において事業を創発させ収穫逓増S a型を促進
する。
したがって今後組織内，組織間競争は， 1） ーン生産方式の原理である同質佑
競争から，サービス化競争ヘパラダイム転換すると思われる。そうして，異質
な知の結合によって収穫逓増を達成する。この結果，本業は成熟でも，サービ
ス部門での成長を企業グループ全体として可能にするものである。
企業グループにおけるサービスイじの促進に関心を持つときチャンドラー
(1966）の範囲の経済に注目する必要がある。範囲の経済は規模の経済の対概
念であり，少ない原材料，部品から多くの商品を作り，その結果，市場におけ
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る競争で優位に立とうという概念である。チャンドラーはドイツの佑学会社，
ヘキスト，バイエル等を事例に，素材型企業でこの概念を展開した（チャンド
ラー， 1966）。組立加工型企業では単一車種の大量生産のT型フォード（規模の
経済）に対抗するために， GM社のスローン社長がとったフルライン戦略（範
囲の経済・部品の共通佑）が対応する。
本稿ではリーン生産方式のつぎに登場するというので，第 3 の新しい組織間
関係を収穫逓増のグループ経営と規定し，その原理をサービス化，範囲の経済
に求めるべきであると考えている。範囲の経済を 1 企業のみで発揮することは
GM （ジェネラルモータース）社， I B M社といった大型企業でも困難になり
つつある。この解決として， I B Mは1990年代，収穫逓増のグループ経営へと
展開することになる。 1企業で限定された原材料，部品から範囲の経済を発揮
させ，市場・顧客にマッチした多くのサービスをだすのは限界がある。企業外
の原材料，部品，それに加え，異なった知をもとめ，それを組み合わせサービ
スビジネスを創発させる中から，範囲の経済を発揮させる方が合理的である。
ここに企業単体ではなく，組織聞における範囲の経済を試みる意味がある。
この収穫逓増のグループ経営は異質な企業の知を競争的に結合させ，サービ
スイじを促進させ，それをデータベース佑し，未来を拓くサービスの開発を可能
にするものと考えられる。その事例として電気機械産業等を分析する。また自
動車産業等のポストリーン生産方式に向けての変イじを考察する。上記の 1 企業
における範囲の経済である GM社でフォード生産方式をフルライン戦略で打
ち破った範囲の経済のスローンシステムと収穫逓増のグループ経営を比較し
たのが図 3 である。
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システム スローンシステム 収穫逓増のグループ経営
原 理 範囲の経済 範囲の経済・収穫逓増
場 企業単体 組織間関係
評価基準 商品の種類 高品の種類＋サービス
関 係 部品の共通他 異質な知の結合
内部組織 無競争 異質イ己競争
市 場 企業間競争 企業グループ間競争
図 3 スローンシステムと収穫逓増のグループ経営
組織間関係の産業史概説一一系列型とネットワーク型
本稿では組織内で規模の経済を発揮する「大量生産方式」，組織間で規模の
経済を発揮する「リーン生産方式J，組織聞で範囲の経済を発揮する「収穫逓
増のグループ経営」といった 3つのモデルを分析する。
さて，「大量生産方式J に関する事例として造船業を取り上げる。造船業は
戦後欧米を最初に凌駕した産業である。ここでは戦後の政府による産業復興政
策である「計画造船」の成果が観察できる。強い政府のリーダーシツプのも
と，産業復興の基礎となる基礎資材・エネルギーを圏内へ流入させる手段とし
て，戦前，戦中の軍艦を建造したドックを使って計画造船は開始された。政府
主導の研究開発が行われ，競争企業は共同研究の場に引き出された。
1950年代の第 1 期は造船協会（現造船学会）を中核とし，ブロック建造，電
気溶接等で大手企業が技術面では協調し，集合革新（collective innovation，米
山・野中， 1994）を繰り広げた。この集合革新の場においては企業間関係は競
争的であったが，技術者間では良い意味での協力が行われた。政府の産業復興
につながる技術的成果を期待できない企業は自然に排除される，または業界内
での地位が下がり，計画造船の配分が減少する可能性があるため，造船協会内
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の研究会では各社の技術者による猛烈な開発競争が行われた。その目的は大型
船化によって規模の経済を発揮しうる技術と設備の確立であった。
集合革新の方向は組織内での規模の経済の発揮に向けられたのである。その
結果，戦前，戦中に欧米に遅れた技術を一挙に取り戻すことになる。企業間は
技術的に協力し，営業的には政府管理下での管理された競争が行われた。
ついで， 60年代の第 2期には造船不況のなか造船専業企業と重工型企業等が
競争を行い，その競争の結果として石川島播磨重工業（石播），三菱重工業の
重工型の企業グループが世界の造船業を制覇するにいたる。その際の鍵を握っ
たのが，組織内での規模の経済（不況の時は範囲の経済）に加えて，組織聞に
規模の経済（不況時は範囲の経済）を展開した企業グループの中間組織である
（今井， 1982）。これは後にマサチューセッツ工科大学によって世界に紹介され
たリーン生産方式の系列の原型ともいえるものである（港， 1988）。
つまり，造船業の戦後史は第 1 期に集合革新で勝者となり基本的に規模の経
済を組織内で発揮しうる資格を得る，そうして第 2期に組織内での規模の経済
（不況時は範囲の経済）に加えて，組織聞でも規模の経済（不況時は範囲の経
済）を発揮した企業（企業グループ）が存続することになった。この石播，三
菱重工の企業グループの組織聞での規模の経済において，その効率を支えたの
が後述するグループ内各企業による組織間分業である。
造船業は60年代末世界の過半数のシェアを占めた。しかし産業復興が終了し，
その遺産をもって60年代末消費社会に突入すると，大衆である消費者へのキメ
細かなサービスが期待される。その適応に失敗し，やがて1970年代，衰退する
ことになる。消費者サービスをおこなう機能は，技術開発によるイノベー
ションより，消費者の知恵を集約する商品開発から求められる。それが顧客主
導によるイノベーションである。造船業の重工型企業グループは造船，陸上機
械といった産業復興型産業のみを対象にしてきた。造船業は中間組織による
効率指向の企業グループを勝利のパラダイムとしたことによって，自ら衰退
への道を選んだのである。
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次の勝利者は1960年代にやってきた。 L D転炉での集合革新と超大型高炉に
よる規模の経済で鉄鋼業が世界を制覇した。鉄鋼業は海外技術との競争がその
まま生産性につながるため，技術開発において集合革新によるハイテクイじが勝
利の基準となった。この成果がL D転炉イじの技術開発における集合革新と欧米
の平炉に対する高炉，それも超大型高炉による規模の経済である。
家庭電器といったローテクノロジーであったがため，品質が勝利の基準とな
った。そのため最初から取引コストで説明できる中間組織を，強力な販売流通
網中心に形成した。そのもっとも成功したネットワークが松下電器産業の単品
事業部と家電販売網のネットワークであった。このネットワークはリーン生産
方式の多くの要件，アセンブラーとサプライヤーの交E作用等を備えていた。
リーンネットワークである。
電気機械産業は1960年代末から，原子炉開発を契機に，主に電子，情報技術
にかんする大手企業間での集合革新がおこなわれた。 1960年代において大手企
業は，リーンネットワークの中核として機能し，その結果，生産技術，品質管
理にかんするプロセス革新（process innovation）の成果はあげていても，研
究開発力が低下してプロダクト革新（product innovation）がおこなえる状況
になかった。それが，集合革新の結果， 1970年代に日立製作所，東芝，松下等
の大手企業の研究開発能力は急速に向上することになる（清家， 1992）。
1970年代後半において，電気機械産業は新たな電子，情報関係の産業へとリ
ストラクチャリングしていく。それとともにネットワークは新たに編成される
ことになる。新しいサプライヤーの登場とそのサプライヤーとの新たな関係の
成立である。このネットワークは従来のリーンネットワークの分業革新と性質
が異なる。これは競争革新といったアセンブラーとサプライヤーが時としては
交絡するような緊張をともなうネットワークであった。
例えば，東芝の青梅工場，府中工場等ではその構成員の半数が他の企業の社
員で占められている。例えば，青梅工場は情報技術を主としており，かつて世
界のラップトップパソコンの代名詞ともなった「ダイナブ、ック」の，生産工場
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として知られている。この青梅工場の場で，企業閣の情報技術があらゆる革新
の機会を求めて，競争革新を繰り広げているのである。この競争革新の場では
時として，大手企業の東芝が中小のアセンプラーのサプライヤーになることも
ありうる。この現象は東芝以外の，どの大手企業のネットワークにおいても発
生しており，大手企業が自社ブランドで売らないで，中小の企業に OE M供給
して，市場を形成するといったことは日常的に起こる。
このネットワークはリーンネットワークより，よりルーズ（組い）に結びつ
いており，競争革新を基本原理にしている。これは収穫逓増のグループ経営
である I BM, G E型を行いうる条件が日本企業には90年代既にできていた
ことを意味している。このネットワークに移行できたがゆえに，電気機械産
業は勝利者として1990年代を迎えることが出来た。しかし， I B MやGE はよ
り高い成功を実現した。このネットワークの競争革新は，異質なものどうしの
交互作用を求めている。飛躍的な革新は，同質なものどうしの交流の場より，
異質なものどうしの場から生まれやすいことが知られている。この競争革新を
グループ経営として I B MやG Eは組織したのである。
一方，鉄鋼業は1960年代以降，集合革新の成果を企業内において大いに発揮
した。しかし，基本的に鉄鋼業はネットワークを持っていない。鉄鋼業界の多
くの企業等は，資本的には大手企業の系列下にあっても，サプライヤーとして
の位置づけから，自動車，電気機械等のネットワークに組み入れられているこ
とが多い。したがって， 1970年代にピークを迎えた鉄鋼業のプロセス革新，鋼
板等の商品性の拡大によるプロダクト革新の成果はほとんどが企業内にとど
まった。この結果， 1980年代において，鉄鋼の市場が成熟すると同時に新日本
製鉄他の大手 5社は企業としても成熟することになった。
電気機械業界が集合革新の成果をネットワークに拡張し，ネットワーク自体
の組み替えをおこなって，新たな成長の機会を捉えたのにたいして，鉄鋼業は
自らが中核となり，主導するネットワークが存在しなかったために，成長の機
会を逸したのである。
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次の勝利者は1970年代にやってきた。それが自動車産業である。自動車産業
は競争企業（競争ネットワーク）間の集合革新をまったくともなわなかったと
いう点で，日本産業においては異例の存在である。トヨタと日産はまったくと
いっていいほど交流がなかった。多くの製品技術，人材を戦後解体された航空
機産業から継承した自動車産業は，競争企業による集合革新がもたらす製品技
術開発，人材育成を必要としなかった。
そのため，顧客サービスと生産技術において競争力をもった企業ネットワー
クが勝利者となっていった。結果として，生産技術にかんして，トヨタ生産方
式を中核とするリーンネットワークが形成された。ネットワークにおいて製造
で組立企業と部品供給企業は分業し，またより重要なことは研究開発に関しで
も，組立企業（量産研究，車両評価研究）と部品素材企業（改良研究）は分業
を成立させた。
ネットワーク型産業の支配原理
ネットワークはコンティジェンシ一理論的に環境変化に対応する。その環境
適応には空間的環境と時間的環境が考えられる。空間的環境への適応はおもに
マーケットへの対応である。マーケットの日々の変イじをいかに企業組織の変イじ
と連動させるかが課題となる。時間的環境への適応は未来の変佑への対応行動
である。具体的には未来をつくる科学研究，研究開発等の動向にかんする情
報，地球環境変イじの情報を先取り的にとりこみ，組織を事前に変化させる。
この空間的環境への適応をネットワークにおいて成功させた例がFMS （フ
レキシブル生産方式）である。日本のFM Sはリーン生産方式（トヨタ生産方
式）を基礎にして形成された。基本的にマーケットプル（市場ニーズが商品開
発，生産のきっかけとなる）である。 P0 s （ポイント・オブ・セールス）は
直接，市場の情報をネットワークに連動させる。これは収穫逓増商品を残
し，収穫逓減商品を消しさっていくコンビュータシステムである。したがっ
て， P 0 S を組み込んだFM Sは，特に特定の経営層の意思決定がなくても空
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間的環境へ対応し，自己組織的にネットワーク内の組織間，組織内構造を変イじ
させていくことができる。これは選別型収穫逓増モデルである。
環境適応に少数の人の知恵で対応するのはかならずしも合理的とは思われ
ない。そこに日本企業におけるボトムアップ，ミドルアップダウンといった，
より多くの組織構成員をこの環境適応行動に参加させようというマネジメン
トが成立する。
これが，日本的FM Sを成功させたリーンネットワークにおけるコンティジ
ェンシーマネジメントであり，組織構成員は同質佑競争を繰り広げて，この間
質佑競争革新により，ネットワーク全体として規模の経済の達成する。その評
価基準が効率であり，取引コストの経済が支配する。
つぎに時間的環境を，コンティジェンシー的にネットワークの組織的変化と
連動させようという試みについて考察してみよう。時間的環境は未来にかんし
ての情報と企業ネットワークとの対峠である。ネットワーク全体に，未来にか
んする情報がタイムリーに供給されれば，自己組織的にネットワーク内の組織
間，組織内構造を変イじさせていくことが可能となる。未来に関する情報とは具
体的には未来予測の情報である。
例えば，バーチャルリアリティ（仮想現実）にかんする未来予測情報が，連
続的に東芝のネットワーク内にながれこめば，東芝グループ全体として組織間，
組織内の開発，商品佑体制が自己組織的に変佑していくことになる。それは
バーチャルリアリティといった，先端情報技術には無縁の，大部分のトップマ
ネジメントには理解できない内容と理解できない速度でネットワークを変化
させていくことになる。これが東芝，日立製作所の1990年代の現状である。
この未来予測情報は連続的に供給された場合，ネットワーク内の構成員に共
有されていくことが考えられる。共有された結果，ネットワーク内では，未来
環境に対応して連続的に変佑していく行動基準をえることができる。この予測
と共有の過程が対話的におこなわれる。
この行動基準にもとづき，ネットワーク内の組織構成員は，異質佑競争によ
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る異質佑競争革新を繰り広げる。この異質佑競争をグループ経営として組織
し，収穫逓増を実現することが21世紀の日本企業の課題である。
このネットワーク内ではネットワーク全体として範囲の経済を達成する。ネ士
会，経済において創造的破壊をおこなわせ，新しい社会を拓くことがそのネッ
トワークの機能となる。空間的環境への適応の対象が，消費者，顧客であるの
に対し，時間的環境への適応の対象は，未来社会とそこでの顧客である。
空間的環境適応では連続的な荷品開発がおこなわれ，規模の優位をもっリー
ダー企業（ネットワーク）がもっとも優位である。時間的環境適応ではどのよ
うな不連続な商品が未来の顧客より求められるかわからず，商品開発において
範囲の経済を発揮しうる企業（ネットワーク）が優位にたっ可能性が高い。
1960年代における，造船業におけるリーダー企業の石川島播磨重工のネット
ワークは，その後の画期的な革新を自らの産業内でおこすことに失敗し，やが
て1970年代，表退することになった。画期的な革新をおこなう機能は，同質な
メンバーによる同質佑競争革新より，異質なメンバーの知恵、を集約する異質化
競争革新から求められる。範囲の経済と革新の経済が時間的環境適応を支配
する原理なのである。
空間的環境適応と時間的環境適応，どちらの過程でも組織学習がおこってい
る。この組織学習はパラダイム強他型学習（低次の組織学習）である。空間的
環境変化に連動してパラダイム強化学習をおこなう成功例がトヨタであれば，
時間的環境変化に連動してパラダイム強他学習をおこなう典型が膨大な研究
資源と人材をもっ東芝かもしれない。
つぎに時間的環境変化から空間的環境変佑へ，またはその逆はパラダイムの
組み替えをおこなう過程が高次の組織学習であり，時聞から空間であれば，
マーケット情報が知の組み替えのもとになり，空間から時間であれば，予測情
報が知の組み替えのもとになる。
この予測にかんする低次と高次の組織学習をともなった戦略が予測戦略で
ある。したがって，ネットワーク内の中核企業のトップ，ミドル，周辺企業
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のトップ，ミドルの予測への関与が問題となる。戦略において，予測が引き金
となる低次と高次の組織学習の使い分けについて論じる。
さて前述してきたように欧米と異なり，企業を越えた存在として日本では企
業ネットワークが存在する。欧米において，歴史的にも持ち株会社といった複
数企業を傘下におく，強力なネットワークが存在する。またベネトンのような
聞かれたネットワークも存在する。このようなネットワークは企業とは，制度
的にも，内容的にも性質が異なるものであると思われる。
つまり，欧米では，ネットワークは企業に換わる存在として，制度的，技術
的に人為的に発明された。それに対して日本では企業の境界があいまいなた
め，企業の論理が企業外に浸潤し，組織された市場としてネットワークが形成
された。しかし，そのような形成の史的経緯にかかわらず，この日本的なネ
ットワークはその効率ゆえに欧米等の学習の対象になるものである。この日
本的ネットワークは，企業論理が企業外に浸潤し，市場が内部組織的に自己組
織イじされたものである。この成功例がトヨタ自動車，イトーヨーカ堂・セブン
イレブン・ジャパン，花王である。したがって，発明品でない以上，コント
ロールは困難である。企業単体は，一定の目的と参加意欲，コミニユケーシ
ヨン手段を共有する。それが成員の凝集と強制の根拠である。そのキーワード
としてもっとも日本人好みの用語として「仲間」という語を使ってみよう。日
本企業は「イ中間」意識をほぼ全員に建前的には強制できる存在である。このこ
とに関して，日本の企業のマジョリティは異論はないと思われる。東芝であ
れ，トヨタであれ，新日鉄であれ，社長から新入社員まで，「｛中間」であるは
ずである。これが日本型グループ経営である。米国型の収穫逓増のグループ経
営は意図して行なわねばならない。
この点でネットワークは難しい存在である。「｛中間」でありながら，時とし
ては他人といった存在，それが日本型企業ネットワークである注9 。
ネットワークは企業の組織間関係を前提とする。組織間関係にまで効果が及
び，ネットワークに影響を与えうる日本的経営手法と，組織間関係には効果が
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及ばずネットワークに影響を与ええない日本的経営手法は分けて考える必要
がある。この立場に立ち，ネットワークの“日本的”マネジメントは企図され
るべきではないか，と考えられるのである。特に I BM, G E を21世紀に意識
するなら，それは必然的に試みられなければならない。
たとえば，青木昌彦 (1989）は「人事の集中と情報の分散（共有）」が日本
的経営の鍵であるとして，双対原理を提示している。このうち，情報の共有は
企業外（組織間）に及んでいてネットワークに大きな影響を与えていると思わ
れるが，人事の集中は企業外への影響は少ない。例えば，技術・生産等の情報
は自動車産業，電気機械産業等において，企業外の関連企業群で共有されてい
る。それに対して，人事の集中の前提となる「定期採用によるジョブローテシ
ヨン」は，一般に企業外には及ばない場合が多い。多くの企業において，「出
向」や「応、援」といった組織聞を対象とした人事政策は，かなり限定された機
能しか持っていない。この結果，日本型経営では本社の意図は，グループ全体
へ本質的に及ばない。
21世紀のグループ経営は，収穫逓増以外に環境破壊等への対応が求められ
る。例えば，環境破壊に関する未来感である「未来に対する不安」がどこまで
関係者間で共有されるか，がネットワークの効率の問題となる。世界的に知識
経営が唱えられている。知識経営においては，共有の度合いが，国家，企業の
ネットワークにおいて，予測に係わる問題解決がどの程度の水準で行われるか
の目安となる。一般にネットワークでは企業内のような大きなリーダーシツプ
は期待できない。したがって，後述するように行動に関する知の共有がなけれ
ば，ネットワークは機能できない。
日本企業において考察すると，ネットワーク志向の企業は他社との関係の維
持発展が重要な経営戦略の関心になるため，自社単独でのマーケットの変更は
一般に困難である。例えば，日本企業においてはトヨタ，目立といえども，簡
単に市場（マーケット）を変更することは容易ではない。
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トヨタ，日立は多くの部品供給企業とネットワークを結んでおり，その関係
の多くは20年以上に及んでおり，人事，投資行動といった経営の深いところに
まで，二子渉するなど強い関係を持っていて，その関係の変更につながり変えな
い，市場の変更は容易ではない。例えば，トヨタが自動車のある車種から撤
退を決めれば，多くの部品供給企業は極めて大きな影響を受ける。しかし，
IBM,G Eのような収穫逓増のグループ経営は，市場の変更をともなわない
ので，障害とはならない。
一方，経営戦略はネットワーク型の日本企業においてはトップだけのもので
はない。その下位のミドルマネージャーが経営戦略に大きく関与している。こ
のミドルはかつて現場で商品販売や技術開発，製造技術，製造に従事し，その
成功者として現在のミドルの地位にある。したがって，ミドルの商品とそれに
関連した技術知識に対するコミットメントは一般に極めて高い。ここは， IBM 
が，ハードからサービスへとコア事業を転換したときと同様の問題が顕在イじす
る。サービスの転換への抵抗で、ある。
現在の企業におけるネットワークに関する経営行動を理解するのは，情報伝
達モデルより，知識創造モデルのほうが適合的であると思われる。したがっ
て，知識創造モデルに立ってこの変化を考察するならば，構成員のリーンネ
ットワークに適応した知識創造モデルが，収穫逓増のグループ経営における知
識創造モデルとなりうるかどうか，が問題となる。したがって，この知識創造
モデルの変佑の鍵を握るのがネットワークの構成員の知の組み替えである。つ
ぎにこの知の組み替えを可能にする，グループ戦略が問題となる。
この知の組み替えが戦略的に可能かどうか，について考察する。企業におい
て知の組み替えを主導的に行うのは，実は戦略ではなく予測である。特にネッ
トワークという巨大な企業聞にわたる組織は，戦略といった主観的な計画によ
って知の組み替えが行われることは困難である。予測による方向付けとその
データベースの共有佑によるグループの再構築によってのみ，ネットワークは
知の組み替えを行い，新しい知識創造を行い得る，という点について考察する。
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現在の企業はネットワーク（中間組織）を取引コストの経済の概念において
理解するのではなく，知識共有イじの場への参画の是非の概念で理解しなければ
ならないと思われる。
収穫逓増のグループ経営の時代には予測型企業による知の組み替え過程が
問題になるのである。
4. 経済成熟期の知識創造・波及構造と企業行動
経済成熟期における最初の経験は70年代の米国の停滞，株主反革命に代表さ
れる。この期においては知識移転は狭義の知識創造より劣位である。ネット
ワーク産業組織への転換（今井他， 1988）の中で，今井は以下のようにネット
ワークイじ（ネットワーク産業組織佑）を説明する。
石油危機をむかえて，日本の企業は適用しうるあらゆる技術，と〈に当時具
体的応用が実用佑しつつあったエレクトロニクス技術を生産現場のあらゆる
ところに利用し，それらの総合的な努力によって省エネルギーに努めなければ
ならなかった。その結果おこったことは，まず産業組織の中に連鎖的な分業が
ものすごい勢いで増殖したことである。各企業は合理化のためにそれぞれの要
素技術を深く掘り下げ，他の追随を許さない徹底した専門化を追求し，大規模
な企業はそれらの技術を連結し，システムイじした。このような分業は何も新し
い現象ではないが，それが企業の境界をこえ，産業の垣根をこえて，技術移転
を伴いつつ横に連結し増殖したところにネットワークイむと呼びうるような特
色がある。この70年代の変化は80年代のシリコンバレーモデル， 90年代の収穫
逓増のグループ経営の基盤となっている。
つぎにネットワークによるイノベーションが成立する条件と収穫逓増につ
いて考察する。
野中部次郎 (1990）他によるネットワークがイノベーションを組織的に継続
できる条件は以下の 3 つである。
①単位（個人）の自律佑
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②情報の共有佑
③（情報・知識・構造）
よると，これらの条件はネットワーク内に競争構造をビルトインすることによ
って成立することが考えられる。ここで，情報と知識について定義しておく
と，「情報」は知のフローであり，「長日識」は知のストックである。したがって，
情報と知識は知の様相の相違に他ならない。上記の情報と知識の概念にもとづ
き，ネットワークに内在する情報・知識・構造におけるゆらぎについて考察を
行い，ゆらぎの理解を深めるとともに，より概念としての操作性を高めたいと
考える。ゆらぎの構造がルースなシステムとしてのネットワークの効果を高め
るというのが今井のネットワークの機能面，本質面での上記の定義の中心概念
のーっとなると思われる注100
NE Cの小林宏治元会長の説明する「ゆらぎをもった組織」 （野中， 1985)
とは連続的に環境に適応できる企業組織である。その企業組織は行動様式に多
様性を内在させた組織であり，この行動様式の多様性がゆらぎの中心概念とな
っている。
このゆらぎの概念は生物進イじからのアナロジーが主になっているため，遺伝
子における多様性が進化を促進するといった概念が企業経営に展開される。生
物の環境適応能力の向上と企業の環境適応を類比的に論じ，企業の環境適応の
促進がゆらぎの作用である。
作用概念はゆらぎを使って他の経営現象，例えば戦略等を説明するには便利
であるが，ゆらぎ自体についての分析には役に立たない。本節ではゆらぎ自体
の構造を分析することを主眼とする。したがって，ゆらぎの場とゆらいでいる
状態を問題とする。場と状態を問題にすることはまたゆらぎの作用についても
今後より深い分析を可能にすることになると思われる。
ゆらぎを考える場合，当然のことながらゆら々「場」が前提となる。場があ
ってはじめてゆらげることになる。そのゆらぎの場はあいまい概念で説明され
る場である。あいまいであれば，意図しないでも常にゆらぐことが考えられ
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る。これは自動的にゆらぎが起こる状況である。この場がイノベーションを各
個人にもたらし，その場がサービスといった成長分野に向いておればグループ
内で収穫逓増がおこる。
さて，自動的にゆらぐ状況に対して，意図的にゆるがすことが想定される。
しかし，一般的にはゆらぎは自動的に起こっていることが報告されている。特
に経営上の効果を問題にするときは，自動的なゆらぎである。ここでは予測で
きない，特に計算できないゆらぎが取り上げられている。環境変化が予測でき
ない（不確実性の拡大）状況ではゆらぎの場もゆらぎの内容も予測できない。
予測できるようなゆらぎで、は適応できる環境も予測の範囲でしかない。
したがって，自動的なゆらぎでなければ，予測できない環境ヘの適応には意
味がない。意図的にできるのはゆらぎを創出する（きっかけをつくる），ゆら
ぎを助長するといった限定的作業にすき、ない。ゆらぎは概念から概念へとゆら
ぐ。ある問題をどのように解釈するかによってゆらぎはおこる。例えば，昨夜
恋人と大ゲンカしたために気力がなく，赤のものが青に見えたりして会議でと
んでもない決定がなされるのを放置したりする。ワイク，コーエン等は，この
ようなたまたまその場でコミ箱から隣合ったものどうしが組合わさる非合理
な決定，このような決定を行う人聞の意思決定過程をゴミ箱モデルとよぴ，ア
ンピギュイティで説明した。
自動的にゆらぞ場として，あいまいな概念で説明できる場を考えてみよう。
あいまいさは大きくみて 2つに容易に分類することができる。それは「選択」
におけるあいまいさと「境界J におけるあいまいさである。選択概念における
あいまいさは例えば黒か白か分からないといったものである。犯罪の容疑者を
捕らえて黒か白かどっちかなんだけれど，分からないといった場合は選択にお
けるあいまいさと考えられる。このようなあいまいさを経営学において問題に
したのはワイク (1979）であり，コーエン・マーチ・オルセン (1972）である。
特にコーエン等はアンビギユイティ（Ambiguity）という概念を用いて説明し
た。
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それにたいして，「境界」におけるあいまいさが存在する。境界概念におけ
るあいまいさは例えば黒と自の境界には灰色が存在するといったものである。
黒と自の境界は分からない。この概念は欧米人には理解しがたいと思われる。
欧米人にとって，犯罪における白と黒は調査前は分からないかもしれないが，
調査後は分かるはずのものである。したがって，白と黒の境界ははっきりある
が，ただ分からないだけといった考えが基礎にある。つまり，時間と情報と認
識能力の不足があいまいさの原因である。
それに対して，黒と自の聞の灰色の幅の中で黒と自の境界を見つけなさい，
といわれても誰も分からない。これが境界のあいまいさである。境界のあいま
いさは一般に，どんなに時聞をかけて，情報を収集し，認識能力を高めても明
確になるものではないと思われる。例えば，中年と若者の境界，高い企業業績
とやや高い企業業績の境界は人によって異なる。時として成功と失敗の境界さ
え明確にできない。このような境界のあいまいさはそのあいまいな境界の幅で
自動的にゆらぎをおこす。人により，時により，場所により境界がゆらぐので
ある。
上記の「選択のあいまいさ」と「境界のあいまいさ」の結果，ゆらぎがおこ
る場以外にもうひとつの場が考えられる。それは選択のあいまいさと境界のあ
いまいさが空間軸上のあいまいさと捉えられるのにたいして，時間軸上のあい
まいさである。それを「生長のあいまいさ」と規定したい。生長のあいまいさ
は商品の生長，単位組織の生長，ネットワークの生長の 3 つが考えられる。生
長の前提には商品等における完成度（完結度， integrity）の概念が参考になる。
商品の完成度が変わることにより，ゆらぎが生じる。新しい見方（環境・未来
観・構想・高次学習）によって同じものでも完成度は変わる。新しい生長の方
向が生じる。より，生長度の低い（完成度の低い）商品への囲帰によって，新
しいゆらぎが生じる。また商品の生長度がゆらぐことにより，商品をめぐるネ
ットワークがゆらぐことが考えられる（図 4 ）。
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野中は選択のゆらぎについて時間概念で，境界のゆらぎについては空間概念
で説明している。知識（知のストック）の伝達と情報（知のフロー）の伝達の
性質を用いて，あいまいさ・ゆらぎを説明したのが以下のフレームワークであ
る。
伝達側 あいまいさ・ゆらぎ
表出イじ（異領域） 情報の屈折・消耗が激しい 選択上のゆらぎ
共同イじ（同領域） 一一情報の屈折・消耗が少ない 境界上のゆらぎ
このフレームワークにたつと，同質佑競争の場がネットワーク内に発生する
とき，それは共同佑（同領域）を前提とし，共同イじが困難な状況（本土外への情
報・知識の移転）で表出化（異領域）が行われる。それに対して，異質化競争
の場では表出イじが前提で，共同化はそれを補うといった構図でネットワークの
場が説明できる。
前者は暗黙知を前提にできるゆえに言葉の微妙な「境界の揺れ」を，生じさ
せて，イノベーションにつなげることが可能である。後者はそのような微妙な
揺れはかえって危険で、（異領域に生活するものどうしでは，誤解のもとになる），
言葉によって発声して，ついで「選択の揺れ」によって「ゆらきJ の効果を期
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待することになる。以下，特に，ゆらぎ（ルース化＝ルーズカップリング）の
効果をサービスイじ，コンサルタントイむといった成長部内で実現させることで，
収穫逓増のグループ経営がおこる。
5. 21世紀の新たな変化
米国における知識創造は，フェーズを変える形で起こった。それがソフトウ
エアの登場であり，ニューエコノミーとして提案された。本稿はこのニューエ
コノミーの解釈についてまったく新しいモデルを提示した。これは戦略の軸を
変えるといったメタ知識によってソフトウェアの知識を再定義し，市場価値を
高めるモデルである。したがって，狭義の知識創造より，知識再定義が優位と
なる。この結果，知識移転は，メタ知識がもたらす戦略によって規定される。
上記の経済成熟期，からニューエコノミーにおける変化を裏付け，今後のグ
ローパル知識移転を説明した。これは，米国のメタ知識の戦略からもたらされ
た，米国から日本を経由してアジアへと流れる技術知識を中心とした知識の
“大河”のデータによる分析である。
社会全体にストックがかなり残っている。ここで，将来，社会が過去の食え
ない社会に入る事を想定すれば，生産性の低い閉鎖的組織に入った個人は死ぬ
しか道がない。しかし， 20世紀の臼・米・欧には特にストックが多く蓄積され
ているため， 21世紀の前半くらいまでは，そのストックを食いつぶしながら生
きていける。そのため，この場合には，生産性の低い閉鎖的組織の個も十分に
生きていけるのである。
これらのことは，経済とアングラ経済の関係と似ている。イタリアはその典
型であり，日本においても贈与経済が貨幣経済の余分な部分の半数を占めてい
るとも言われている。
ところで，消費税もアングラ経済化の主役となり兼ねない。消費税は，貨幣
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経済に対して税金を取るということであり，インフォーマルな企業間取り引
き・個人間取り引きにおいては無課税である。そういった観点から見ると，イ
ンターネット聞の取り引きにおける情報イむというのは，消費税で貨幣経済を支
配しようとするのを聞に導くことだと考えられる。 電子商取引に見られるよ
うに，インターネットはアングラ経済である。年度末に帳尻さえ合えば，取り
引きがゼロであってもかまわない。クリントン大統領がインターネット上のビ
ジネスに税金をかけられないのも，こうした面からである。消費税は，取り引
きを行わない，つまり貨幣経済に参加しない者が得をする税制なのである。経
営学者の中でも，消費税の分析は，誰も行っておらず，まともな議論さえ行わ
れていない。
消費税は日本型の系列組織が壊れる要因を持っている。導入を日本に働きか
けた米国政府のネライは効率世界ーといわれた日本の「系列」の破壊にあっ
た。これは未だに日本政府に認識されていなし1。もともと消費税が導入された
ねらいのーっとして，流通破壊，すなわち古い流通形態を打破し整理するとい
う目的もあった。
社会，個人，企業の場は現在，変佑しつつある。次に，史的な観点から
パワーの行使を考察する。一般に組織の成長期・拡大期においては，当該組織
は，拡大の原理として外部環境における他の組織との競争で優位を構築できる
原理を選択する必要がある。この典型例が20世紀初頭の欧州の競争的国家群の
共時比較である。当時は，文化のオーストリア，政治のフランス，経済のイギ
リス，軍事のドイツが対時した。この 4国は，それぞれのパワーをその拡大の
ための競争力として発揮して，対立し，それが第一次世界大戦というバイオレ
ンス・パワーに支配される時代へと世界を進めていった。この文イじ・政治・経
済・軍事はそれぞれの国家集団が行使するパワーのミックスを説明している。
文佑は主にサイコ・パワーであり，政治はサイコ・パワーとナレッジ・パワー，
経済はナレッジ・パワーとバイオレンス・パワー，軍事は主にバイオレンス・
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パワーであるとも，考えられる。国家と同様，企業組織も，そのもっとも適合
的パワーを拡大の原理として選択，採用することになる。
また，パワーの行使を史的に通時比較すると，主に国家で行使されるパワー
は一般的な変遷過程を持っていると考えられる。経験的に考察すると，国家は
軍事的に強固になり，次いで経済的に強〈なり，後に政治的に強くなり，最後
に文化的な存在として国際的に影響力，パワーを行使すると思われる。オース
トリアは文化的な大国として位置づけられるまでは，軍事，経済，政治という
バイオレンス・パワーからサイコ・パワーまでのパワーの変遷を経てきたとい
える。同様に企業組織もパワーの通時変化をおこすと考えられる。
このようなサイコパワーへのシフトは，サービス化，コンサルタント化とい
ったG E型収穫逓増のグループ経営へ，新たな目標を与えることになる。
6. 収穫逓増のグループ経嘗と双対原理
グループは組織間関係（企業外）であり，企業内とは異なっている。その点
で日本企業に関しての青木昌彦 (1989）の双対原理の構造を企業外，収穫逓増
のグループ経営に拡張することを試みる。
青木 (1989）は組織モードにかんして 4つの見解が存在することを指摘して
いる。「文化論的見解（文他的な特殊性で組織は区別できる）」，「歴史論的見解
（組織が形成されてきた歴史プロセスの相違が組織の区別となっている）」，
「普遍論的見解（同じ環境で，効率にしたがって適応した組織は同一になる）」，
「設計者的見解（組織は相互に学習し合うことができる）」の 4つである。こ
の 4つの見解，文化，歴史，効率性，学習はすべてが組織のダイナミックスに
おいて一定の役割を果たすとしている。そのなかで，特に 4つめの設計者的見
解にたつことにより，「有効な組織モードが満たさなければならないあるひと
つの原理，双対原理」を導き出すことができるとしている。
この青木の双対原理は組織における情報システムとインセンティブの制度
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において，いかに集権佑と分権佑の原理が結合されなければならないか，につ
いて記述したものである。青木は「組織が，有効でかつ誘因両立的であるため
には，認知的側面（情報システム）における分権佑／集中イじが動機的側面（人
事管理）における集中佑／分権佑と結びつけられることが，必要かっ十分であ
る。」とする。
また青木は「情報システムによって必要とされる類の技能の効率的な使用と
発展がそれに対応するインセンティブ制度によって適当に動機づけられるこ
とが必要であるりとし，日本企業においては認知的側面は分権化，動機的側
面は集中佑が成立している，としている。
日本の企業内においては，非ヒエラルキー的な横断的，水平的なコーディ
ネーションと流動的，伸縮的な職分の仕分けによって特徴づけられるとしてい
る。つまり，作業単位は現場の情報から学び，それを互いにコミニユケートす
ることから，作業決定は現場の知識が利用可能なところに委譲されている。こ
の「現場に近い柔軟な」作業決定を支える情報システムとして，情報の共有イじ
が進み情報の分散が進行する。この作業決定は前もって定められた仕事を効率
的に達成するのではなく，前後左右の作業単位と調整しながら，現場の状況に
合わせて，職務の柔軟な変更を行うものである。
このような職務の柔軟な変更と，それを支える非ヒエラルキー的な横断的，
水平的なコーディネーションと情報の共有と分散を可能にする，インセンテイ
ブの制度が問題となる。青木 (1989）は，日本企業においては「補充・配転あ
るいは解任にかんする決定J が集中されているとしている。
欧米企業においては「補充・配転あるいは解任にかんする決定」は分散され
ている。それは「個人がよりよい機会を求めて組織聞を移動することができる」
ため，組織における管理者の権威は弱まる。その権威の弱まることに対する対
応として，すべての管理者に解雇の権限が分散することになる。
日本においては，その逆の方向として人事の本社への集中が進行し，各構成
員はそれぞれ資格でランクづけられ，競争することになる。このため，定期的
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なジョブローテションによる多能的な社員の養成が可能になる。その結果とし
て職務の柔軟な変更と，非ヒエラルキー的な横断的，水平的なコーディネーシ
ヨンが可能になり，情報の共有と分散が行われる。
青木はその情報の分散（認知的側面）と人事の集中（動機的側面）が共存す
ることにより，日本企業は効果的に運営されてきた，といったものである。
この考え方は実務的には極めて納得のいく話である。情報の分散イじにより，
多能でフレキシブルな社員が，現場情報をもとに前後左右の社員と調整しなが
ら，職務を遂行することができ，それを人事の集中がもたらすジョブローテシ
ヨンが支えてきた構造である。
さて，青木の双対原理が成立している日本企業はグループを形成している。
グループにおいては認知的側面または動機的側面のどちらもが，企業内と同様
に成立しているだろうか。ここでは双対原理を収穫逓増のグループ経営にまで
拡張することを考えてみたい。青木の双対原理は企業単体にかんする分析が中
心である。この人事の集中化とジョブローテションも企業の内部組織であるか
ら可能であって，企業ク’ループといった組織間関係においては，この集中イじを
行う効果的な方法に欠ける。
したがって，何らかの人事の集中（ジョブローチション）に換わる方法が必
要になる。それができないと，青木のいう認知的側面と動機的側面の両立が成
立しがたい。例えばG Eにおいて動機的側面にかんする方法が工夫されなけれ
ば，グループ内において情報の非対称性を解消する方向とか，グループ内での
収穫逓増のベースとなるデジタルメンテナンスデータベースによる情報の共
有佑は，動機的側面よりの支援を受けれなくなる（清家， 1999b ）。
したがって， G Eグループの収穫逓増における情報の共有化の進展を日本企
業グループが採用しようと試みるなら常に，なんらかのグループにおける集中，
特にジョブローテーシヨンに変わる何か，との並存が前提となる。以下，情報
の共有イじの状況について考察し，集中の手段について分析する。
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グループ経営における認知的側面（情報の分散・共有化）
情報における非対称性の解消が情報の共有と分散の条件となる。自動車産業
においては，企業群はデイリーオーダーシステムによって大量の情報流通の
“河の中”におかれている。このディラー（販売企業群）からアセンブラー（組
立企業群）への情報の供給は，ディラーで自動車の販売契約が成立すると同時
に，即日アセンブラーへ伝達される。
製品としての自動車の供給は，もっとも効率的に行われれば，前日の朝，鉄
鋼企業の高炉で出来た高張力鋼が，翌日の夕方には自動車となって，顧客のも
とへ届けられる。したがって，情報システムはこの製品供給システムに対応し
ていなければならない。すべての工夫はこの鉄鋼から完成車までの 2 日間をい
かに平準イじするかにかかっており，その平準佑に関与するすべての企業はどの
ような情報でも要求する権利を持っている。
基本的にこの情報の共有佑は，トップダウン的に意図されたものではなく，
グループが環境に柔軟に対応する（販売の状況への組織的応答）過程で自己組
織的に形成されていったものであり，同時に環境への対応が情報の共有，分散，
職務の多能佑，フレキシブル佑をスパイラルに進展させていく。
グループ内の各企業群の作業単位は現場の情報から学び，それを時には企業
を越えて互いにコミニュケートする。企業群の作業決定は自動車生産過程全体
に広がって，現場の知識が利用可能なところに委譲されている。この「現場に
近い柔軟な」作業決定を支える情報システムとして，各企業の情報の共有イじが
現場レベルで進み，情報の分散が進行する。この作業決定は前もって定められ
た仕事を効率的に達成するのではなく，前後左右の企業間，作業単位聞で調整
しながら，現場の状況に合わせて，職務の柔軟な変更を行うものである。
また，共有される情報の内容は，商品の製造と販売に関する現場情報と企画
部門の作る計画情報が，その周辺情報に拡張されたものである。したがって，
商品の製造から販売までのサイクルが短いほど情報における非対称性は解消
される可能性が高いことになる。情報の伝達が間に合わないほどサイクルが短
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く，それが現場に常にフィードパックされ，職務のフレキシブルイじに貢献する
ならば，情報はほぼ完全に，グループ内でリアルタイムに共有される。
また，その製造から販売までの過程の変動が大きいほど，変動に関する情報
は多様かつ量的にも多くなり，その情報により組織学習の機会も大きくなり，
より情報の共有佑の密度が上がることになる。以下において，この情報システ
ムを支える動機的側面（集中佑）とその方法について考察してみよう。
グループ経嘗における動機的側面（人事の集中）
一般に組織間（企業外）におよぶインセンテイブシステムとしては，人事・
購買（資材）といった 2つの機能が中心であると思われる。経営資源にかんし
て前者が「人」を後者が「金」と「物」を監督している。その 2つに加え，こ
こでは製品企画部門をインセンティブシステムに加える。製品企画部門が監督
するのは「商品」である。それぞれ，この人事・購買（資材）・製品企画の 3
つの部門は，インセンティブの手段として，人・金・物・商品をコントロール
しているが，これが認知的側面の支援として十分機能しているかについて，分
析する。
人事の機能の限界
ネットワークにおいて企業外の組織間に及ぶ人事制度は，出向制度である。
一般的には出向もとの企業が人件費を負担して，仕事，職務，地位等は出向先
が決定する。出向制度は数年におよぶことが多い。この出向の方向は子会社か
ら親会社へといったケースは特に「応援」といった表現も使われる。出向の場
合，長期出張的な「派遣」といったものから，相手企業への移籍を前提にする
「天下り」的なものまである。
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購買部門
金 購買先管理技術と管理の分離購買が管理責任を負う
製品企画商品ボディローテーション
本稿ではこの人事の集中に換わる手段のーっとして，商品の開発，生産に関
する職務の企業グループ内の分配を集中イじする手段が求められる。
経営企画予測予測によるグループ内の高次の組織学習
さて，周知のとおり，日本企業の中でもっともリーンネットワークに適応し
たのはトヨタである。本著では，よくリーンネットワークに適応し得たもの
が，また収穫逓増のグループ経営といった新しいパラダイムに適応し得るか，
どうかについて，ネットワーク進イじとその中での経営手法の変イじについて問
う。経営手法の変化についてはトヨタの経営手法「ボディローテーション」の
変佑で取り上げたい。なお，トヨタは現在大きく変質しており，ボディロー
テーシヨンは崩れてきていると思われる。
また，今後上記のような「収穫逓増のグループ経営」は海外工場をも含めた
ものになる必要がある。このような海外工場も含めた収穫逓増のグループ経
営はどのような経営手法を要求するのであろうか。
新しい経営手法と組織間関係での集中
「トヨタのボディローテーションと組織間競争」はグローパル化の中で
21世紀のもっとも適合的なモデルのーっとしてとして，トヨタグループの「ボ
ディローテーション」を検討する。トヨタの競争力を説明する際，トヨタ生産
方式とならぶ重要な経営手法である。しかし世界中にあまねく知れ渡ったトヨ
-192 (670）一
タ生産方式に対して，ボディローテーションは一般にはほとんど知られていな
い経営手法であり，トヨタにおいても90年代，その機能が低下している。
1970年代以降，リーンネットワーク聞の競争がトヨタと日産等の聞で起こっ
た時，トヨタを他の同じリーン型企業に対して勝者たらしめたのが，このトヨ
タのボディローテーションである。トヨタがグローバル化，ポストリーンネッ
トワークに適応しようとするとき，このボディローテーションもまた収穫逓増
に対応すベ〈変質していく必要がある。
しかし，あまりによく適応し得たとき，環境変佑に立ち遅れることが多いと
いうことはよく知られている。トヨタが環境変他に対応して，収穫逓増のグ
ループ経営に変佑しうるかどうかはこれにかかっている。
さて，ボディローテーション（一般佑して「プロダクトローテーション」と
いう概念をあてた）と対概念をなすと思われる概念にジョブローテーションが
ある。日本企業の中にジョブローテーションという機能があることはよく知ら
れている。またその概念が日本企業とその経営を説明する際に極めて重要であ
ることについてもよく知られている（小池和男）。
ジョブローテーションは人的な企業内での移動（人事異動）を指している。
ホワイトカラーを中心とした中核的社員（大卒）は新入社員として入社してか
ら，ほぼ2年か 3年に一度，所属部門が換わっていくという制度である。たと
えば，文科系（事務系）社員は人事部門から経理部門，そうして購買部門とい
った形で 2' 3 年に一度部門を移動（異動）していく。理科系（技術系）社員
は開発部門から生産技術部門へ，そうして工場ヘ，といった形で，これも 2'
3 年に一度移動していく。
このような，ジョブローテーションに対してプロダクトローテーション（ボ
ディローテーション）は商品が移動していく。トヨタのボディローテーション
の場合， 「自動車」とそれにまつわる職務及ぴ技術が，組織閣を移動する。こ
の移動は移動先の組織の互換他を進める（いつ移動しでも構わないように組織
が標準イじする）。その結果，この互換化は組織闇（ネットワーク内）の同質佑
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競争を生み，コスト面での効率イじを競争的に進展させることになる。また，同
質イじ競争のみならず，今後はそれが異質佑競争につながることが考えられる。
この場をサービス化，コンサルタントイじといった成長分野ヘ拡げていくのが収
穫逓増のグループ経営である。その時は，プロダクトローテーションが双対原
理における集中機能となり，世界の未来を拓くような自動車企業における収穫
逓増のグループを構築する可能性がある。
ところで，ジョブ・ローテーションは馬 (1998）で述べたように，日本にお
いて，女性の社会進出の妨げとなってきた。その結果，日本の女性は補助労働
者として位置づけられてきた。それに対して，トヨタ等において行われてい
るビジネス・ローテーション（清家， 1995）の概念は，日本において女性の職
場進出を支援する経営概念と考えられる。これは，ジョブ・ローテーションが
人的移動であるのに対して，ビジネス，商品・製品・サービスが移動する。し
たがって，転勤等で育児，生活環境が大きく変わることが少ない。このシステ
ムに日本社会が進んでいくとすれば，日本においては女性の進出条件が，今後
改善することが考えられる。
21世紀に向かつて，世界および日本の企業グループの編成原理は取引コスト
に規定された原理では説明ができなくなりつつある。
7. 結語
国家の知識経済，企業の知識経営における知識の移転を中心にして考察して
きた。デジタルネットワーク化の世界的発展は，日米欧だけでな〈，世界を大
きく転換させようとしている。この変佑は中国の証沢民主席に中国経済の知識
イじを政治目標とさせたように，世界のほとんどの国家にとって，また企業にと
って課題となろうとしている。製品（物質）を価値の中核におく経済から，
サービスイじ，知識を中核とする経済への移行で、ある。この中で試みられている
のが収穫逓増のグループ経営である。かつてより，貨幣は物質で裏付けられた
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が，貨幣は知識で裏付けられようとしている。現在はこの移行期である。本稿
は，この移行期における知識の世界の知識移転過程について考察・分析し，モ
デルを構築，その事例研究として，戦後の日本経済の21世紀への変イむを取り上
げた。
注
注 1 企業を「法人」と呼ぶのはこの立場にふさわしい。従来の経営学は基本的には第 1 の
立場で，個人の問題にすべての現象を還元した。本稿は，日本産業において擬制された
個人である「組織」が，「個人」と同様に重要な存在であると考える。
注 2 伊藤（ 1988）はトヨタの組織間関係を規模の経済と規定している。港（ 1989）によれ
ば造船業には系列（組織間関係）が戦前から存在した。ソニーの組織間関係は範囲の経
済で説明ができる。
注 3 市場の自由さと内部組織の規律といった両方の長所を合わせ持つものとしての中間
組織である。その説明原理としてコース (1937），ウィリアムソン (1986）の取引コス
ト（transaction cost）を用い，組織間での資源の交換コストを長期的に低下させる工夫
と説明した（今井， 1982）。
注 4 組織間関係は，企業と企業の聞の関係に加えて，企業グループ間，企業の部門と他企
業の部門聞の関係のすべてを含むものである。また，組織間関係は「組織内関係」と対
峠する概念として規定される。本来，これらの概念は市場と内部組織の 2概念の簡で規
定される概念であるが，この点については今井 (1982），山倉 (1993）等を参照されたい。
注 5 一般的には「組立加工型企業と素材型企業」に企業を分類することが多いが，本書で
は，「部品」産業の育成と存在が日本産業の発展を理解する鍵であると考え，「組立企業
と部品素材企業」に企業を大別し取り扱う。
注 6 伊丹 (1989）は自動車産業の競争と企業群の関係について，以下のように指摘してい
る。「競争の激しさは，企業の数だけで決まるのではない。同質のように見えて性格の異
質性の強い企業が併存することによって，同質の中の異質とでもいうべき状況が生まれ，
それが企業をたがいにより刺激し合った。それは，まったく異質な企業の聞の競争より
もきつい可能性がある。」
注 7 その際の説明原理として，ヒッペル (1988）のサプライヤーとメーカー（アセンブラー）
の交互作用によるイノベーションを用いる。
注 8 中間組織では長期的な企業間関係により，営業費用，在庫費用等の企業の“連絡”費
用である取引コストが低減される。その結果，組織聞にわたる効率的な大量生産が実現
され，企業グループ全体として「規模 の経済」が達成された。ただし，この方式は多
種少量の総計としての大量生産であった（伊藤， 1988）。
注 9 建前上は，「仲間」でなければならない企業単体，それに対して，建前上も「仲間」
でなくてよい？のがネットワークである。最後にネットワークのマネジメントを論じ
るにあたって，その説明のメタファーとして「同床異夢」という言葉について考えてみ
たい。
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注10 ゆらぎは構造としてとらえられることがなく，ただ組織内の行動原理等における組織
構成員の常識に対する，異端的な知識・行動・現象の存在状況をばくぜんと記述したも
のにすぎなかった。一般にゆらぎはその r作用」を中心に説明されることが多かった。
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